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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第66期
第１四半期
連結累計期間

第67期
第１四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 101 77 374

経常利益(△経常損失) (百万円) △39 △7 △42

四半期(当期)純利益(△純損失)(百万円) △39 △7 △44

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △39 △7 △44

純資産額 (百万円) 3,367 3,354 3,362

総資産額 (百万円) 4,233 4,015 4,040

１株当たり四半期(当期)純利益
(△純損失)金額

(円) △3.45 △2.77 △11.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.5 83.5 83.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21 113 23

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1 6 △4

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △89 △1 △187

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 714 731 612

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期(当期)純損失であるため記載しておりません。

４．「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条の２第２

項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、徐々に東日本大震災からの立ち直りが見えてきまし

たが、円高の長期化や欧州の債務危機の再燃等により、引続き景気の先行きが不透明な状態が続いており

ます。

このような状況の下、当社グループは、一層の固定費の削減に努め、賃料収入と福島県郡山市での宅地

分譲事業を収益の柱として事業を推進しております。

売上高につきましては、賃料収入については当初予想通りに推移しております。宅地分譲事業に関しま

しては、当期に入ってから順調に契約を進めておりますが、引渡時期は、ほとんどが第２四半期以降に

なっており、当第１四半期連結累計期間における引渡は２区画となりました。

　利益面につきましては、一層の固定費の削減に努め、当第１四半期連結累計期間における販売費及び一

般管理費は63百万円となり、前年同四半期と比べ28百万円の削減になっております。　

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高77百万円(前年同四半期は101百万円)、営業損

失19百万円(前年同四半期は44百万円の営業損失)となり、営業外収益で長期滞留債権の回収が進み貸倒

引当金戻入額が発生したことから、経常損失7百万円(前年同四半期は39百万円の経常損失)、四半期純損

失７百万円(前年同四半期は39百万円の四半期純損失)となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」といいます。)の残高は731百

万円となり、前連結会計年度末に比べて118百万円増加しました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は113百万円(前年同四半期は21百万

円の収入)となりました。主な増加要因は、資金支出を伴わない減価償却費17百万円、未収還付消費税等の

還付106百万円、保有販売用不動産の販売によるたな卸資産の減少８百万円によるものであり、主な減少

要因は、税金等調整前四半期純損失７百万円、補償損失引当金の目的使用４百万円、貸倒引当金の取崩し

９百万円によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間において投資活動の結果得られた資金は６百万円(前年同四半期は１百万

円の収入)となりました。これは、差入敷金の戻り５百万円があったこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間において財務活動の結果支出した資金は１百万円(前年同四半期は89百万

円の支出)となりました。これは、長期借入金の約定弁済１百万円があったことによるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 145,000,000

Ａ種優先株式 20,000,000

計 165,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,143,39747,143,397
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

(注) １、２

Ａ種優先株式 19,826,00019,826,000非上場 (注) ２、３

計 66,969,39766,969,397― ―

(注) １．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株式数は100株であります。

２．定款において、会社法第322条第２項に規定する定めはしておりません。また、Ａ種優先株式は定款の定めに基

づき、以下に記載のとおり普通株式と議決権に差異を有しております。

３．Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。なお、単元株式数は100株であります。

(1) 優先配当金

①  優先配当金

当社は、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載されたＡ種優先株式を有する株主(以下、「本優先

株主」という。)又はＡ種優先株式の登録株式質権者(もしいれば。以下、「本優先株質権者」という。)に

対して、普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)又は普通株式の登録質権者(以下、「普通株

質権者」という。)に先立ち、剰余金の配当を行う(以下、当該配当金を「優先配当金」という。)。Ａ種優先

株式１株当たりの優先配当金の額は、優先株式の発行価額に、それぞれの事業年度ごとに下記の配当年率

を乗じて算出した額とする(ただし、平成20年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金について

は、この額に、払込日から平成20年３月31日までの期間につき、１年365日とする日割計算を適用して算出

される金額とし、Ａ種優先株式の併合が行なわれる場合、優先配当金の額は併合の比率の逆数を乗じて比

例的に調整されるものとする。)。優先配当金は、円未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を四捨五

入する。ただし、当社が下記②に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除し

た額とする。

配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６ヶ月物)＋450bps(bpsとは、利回り単位100分の１％)

日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)とは、各事業年度の末日の東京時間午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ

(６ヶ月物)として、全国銀行協会によって算出され公表される数値を指すものとする。当該日に日本円Ｔ

ＩＢＯＲ(６ヶ月物)が公表されない場合は、同日、ロンドン時間午前11時における日本円ＬＩＢＯＲ

(６ヶ月物)として、英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと合理的に認められる

ものを用いるものとする。

配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

②  優先中間配当金

当社が中間配当を行う場合、当社は、本優先株主又は本優先株質権者に対して、普通株主または普通株

質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり優先配当金の２分の１に相当する額を優先中間配当金として

支払う。

③  累積条項
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ある事業年度において、本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う剰余金の配当の額が優先配当

金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額(以下、「累積未払優先

配当金」)については、当該翌事業年度以降の剰余金の配当に際して、普通株主又は普通株質権者に対す

る剰余金の配当に先だって、支払われるものとする。

④  参加条項

普通株主又は普通株質権者に対して利益配当金(中間配当金を含む。)を支払うときは、本優先株主又は

本優先株質権者に対し、１株につき普通株主又は普通株質権者と同額を優先配当金に加算して支払う。

(2) 残余財産の分配

当社は、残余財産の分配を行う場合には本優先株主又は本優先株式質権者に対して、普通株主又は普通株

質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり500円(優先株式の併合が行なわれる場合、併合の比率の逆数を

乗じて比例的に調整されるものとする。)および累積未払優先配当金を支払う。

(3) 議決権

本優先株主は株主総会において議決権を有しない。ただし、定時株主総会に先立つ取締役会において、優

先配当金を受ける旨の剰余金の処分の決議がなされなかったときは、当該定時株主総会より、累積未払優

先配当金全額の支払いがなされるまでの間に開催される株主総会の終結の時まで、株主総会において議

決権を有するものとする。

(4) 対価を当社の普通株式とする取得請求権

本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、Ａ種

優先株式１株につき普通株式数４株の割合でＡ種優先株式の普通株式への転換を請求することができ

る。当該転換の効力は、別途当社が定める転換請求書その他必要書類が転換請求受付場所に到着したとき

に発生する。

Ａ種優先株式発行後に、普通株式が発行された場合、Ａ種優先株式および普通株式について株式の併合が

行なわれた場合、ならびに普通株式について株式の分割が行なわれた場合、本優先株主による当該転換請

求により優先株主が取得する普通株式数は、Ａ種優先株式発行日の発行済普通株式総数および発行済Ａ

種優先株式総数と、普通株式の当該発行、Ａ種優先株式もしくは普通株式の当該株式併合、または普通株

式の当該株式分割による転換請求権行使日現在の普通株式数およびＡ種優先株式数との変動比率と同じ

比率で、増減するものとする。本優先株主が取得する普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てる。

Ａ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、転換の請求がなされた

ときに属する事業年度の始めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払うものとする。

(5) 対価を金銭とする取得請求権

本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、当社

に対して、Ａ種優先株式１株につき500円(Ａ種優先株式の併合が行なわれる場合、併合の比率の逆数を乗

じて比例的に調整されるものとする。)の割合で買い取ることを請求した場合、当社の取締役会決議によ

る承認を経てＡ種優先株式を買い取る。かかるＡ種優先株式の取得請求権に基づく当社のＡ種優先株式

の取得は、法令の範囲内の金額を限度とする。

(6) 株式の併合又は分割

当社は、Ａ種優先株式について株式の分割は行なわない。

(7) 譲渡制限

Ａ種優先株式の譲渡につき、譲渡制限は定めない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 66,969,397 ― 2,000 ― ―

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 (注)１
Ａ種優先株式

198,260
「１(1)②発行済株式」の「内容」欄
に記載のとおりであります。19,826,000

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

―
「１(1)②発行済株式」の「内容」欄
に記載のとおりであります。96,800

完全議決権株式(その他) (注)２
普通株式

470,438 同上
47,043,800

単元未満株式
普通株式

― 同上
2,797

発行済株式総数 66,969,397― ―

総株主の議決権 ― 668,698 ―

(注) １．平成20年６月25日開催の第62回定時株主総会より議決権を有しております。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,800株(議決権の数68個)含まれてお

ります。
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② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＲＩＳＥ
東京都千代田区神田
神保町二丁目３番地１
岩波書店アネックス６階

96,800 ― 96,800 0.14

計 ― 96,800 ― 96,800 0.14

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＲＩＳＥ(E00165)

四半期報告書

 9/18



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 612 731

たな卸資産 461 453

営業出資金 165 165

その他 115 4

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 1,354 1,353

固定資産

有形固定資産

建物 1,389 1,389

減価償却累計額 △279 △296

建物（純額） 1,110 1,093

土地 1,418 1,418

その他 13 13

減価償却累計額 △10 △11

その他（純額） 2 2

有形固定資産合計 2,531 2,513

無形固定資産 0 0

投資その他の資産 ※
 154

※
 147

固定資産合計 2,685 2,661

資産合計 4,040 4,015
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2 1

1年内返済予定の長期借入金 5 3

未払法人税等 10 4

補償損失引当金 103 98

修繕引当金 17 17

その他 37 37

流動負債合計 175 164

固定負債

受入敷金保証金 501 493

退職給付引当金 1 3

固定負債合計 502 496

負債合計 678 661

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 2,294 2,294

利益剰余金 △331 △339

自己株式 △600 △600

株主資本合計 3,362 3,354

純資産合計 3,362 3,354

負債純資産合計 4,040 4,015

EDINET提出書類

株式会社ＲＩＳＥ(E00165)

四半期報告書

11/18



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 101 77

売上原価 53 32

売上総利益 47 44

販売費及び一般管理費 92 63

営業損失（△） △44 △19

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

貸倒引当金戻入額 2 9

施設管理収入 1 1

その他 0 0

営業外収益合計 5 11

営業外費用

支払利息 0 0

その他 0 －

営業外費用合計 0 0

経常損失（△） △39 △7

税金等調整前四半期純損失（△） △39 △7

法人税、住民税及び事業税 0 0

法人税等合計 0 0

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △39 △7

四半期純損失（△） △39 △7
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △39 △7

四半期包括利益 △39 △7

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △39 △7

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △39 △7

減価償却費 17 17

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0 1

補償損失引当金の増減額（△は減少） △8 △4

災害損失引当金の増減額（△は減少） △4 －

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 0 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 27 8

未収還付消費税等の増減（△は増加） 30 106

その他 2 2

小計 22 115

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △1 △1

営業活動によるキャッシュ・フロー 21 113

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1 －

貸付金の回収による収入 2 0

その他 － 5

投資活動によるキャッシュ・フロー 1 6

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △2 △1

取得請求権付株式の買取りによる支出 △87 －

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △89 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △67 118

現金及び現金同等物の期首残高 781 612

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 714

※
 731
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【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　
【追加情報】

　該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

投資その他の資産 510百万円 501百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

現金及び預金勘定 714百万円 731百万円

現金及び現金同等物 714 731

　

(株主資本等関係)

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

①  配当に関する事項

該当事項はありません。

②  株主資本の金額の著しい変動

(種類株式の取得および消却)

当社は、平成23年４月28日付で当社の優先株主であるWoodhaven Drive Ⅱ,LLCより、Ａ種優先株式87百

万円(１株50円、1,740,000株)につき定款第15条の規定に基づく株式取得請求権の行使があり、同日開催

の当社取締役会決議により同Ａ種優先株式の買取りおよび消却を行ないました。これにより、資本剰余金

は87百万円減少し2,294百万円になりました。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

①  配当に関する事項

該当事項はありません。

②  株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)および当第１四半期連結累

計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　当社グループは、不動産事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △３円45銭 △２円77銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)(百万円) △39 △7

    普通株主に帰属しない金額(百万円) 122 122

    (うち優先株式配当金) (122) (122)

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △162 △130

    普通株式の期中平均株式数(千株) 47,046 47,046

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

株式会社ＲＩＳＥ

取締役会  御中

　
アスカ監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    大    丸    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    若　　尾　　典　　邦    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ＲＩＳＥの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＲＩＳＥ及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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